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％ 達成率 88 88
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を及ぼす原因活動

社会教育課長　安田　幸雄評価日 H28.8.19 評価者職氏名

⑤
成
果

　 項目名 項目説明

成果指標 研修会参加者の理解度
研修会参加者アンケート
（項目：人権問題の理解に役立ったと回
答した人の割合）

目標達成状況 どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

④
実
績

項目名 項目説明

団体活動実績

研修会・講座等 開催日数

研修会・講座等参加者数 講座等の参加者数の合計

現状維持 縮小 終了

H28見込み 将来目標

1212

150

（（ 人）

目標値 90

670

人）

団体の活動費の総額 150

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

回

150

703 728

≪会計種別≫

補助金支出額予算現額 150

③
経
　
　
　
費

一般会計 平成

補助額決算　（見込み含む）

（

団体における実施
事業の概要

単位

団体への加盟数

補助開始の背景

217
人

分野別計画・指針

総合計画の体系 章 コミュニティ

関連・類似事業

年度 →開始年度　　　平成   　15

事業コード
人権教育推進協議会交付金

平成 28

810314

①事務事業名 部課コード 810300 ℡ 04-2998-9242

年度事務事業評価表（団体運営費補助用）　　　　　
担
当
部
課終了年度 年度

社会教育課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 社会教育グループ

根拠法令 社会教育法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要綱、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律

所沢市教育振興基本計画、所沢市生涯学習推進計画

人権教育推進事業、人権教育・啓発推進事業（企画総務課）

基本
方針

150

26 年度 （千円）

人権教育啓発リーフレットの発行、家庭教育学級人権教育合同講座の実施、人権教育ブロック別研修会の実施、人権教
育指導者養成講座の実施、人権教育研修ビデオの貸出。

平成 27 年度

人権尊重のための人づくりの推進
人権教育の推進

人権尊重社会・社会教育節

団体活動の自主性
自主性は
高い

ある程度
自主的である

自主性は
低い

人）

従来より所沢市教育委員会では同和問題の解決を重要課題として同和教育事業を行ってきた。その後、「人権教育及び人権啓発の推進に関
する法律」の制定を受けて、同和問題をはじめとした様々な人権問題の解決に向けて、人権教育推進のため体制を整備し、所沢市人権教育推
進協議会に交付金を交付した。

1,000

20%以下

26

12 12

Ｈ 将来目標

95

「実績」
縮小図る

↑どちらかを
チェックしてください

「実績」
拡大図る

90

（千円）28 年度

800人

単位 Ｈ 26

単位

％

②
事
　
業
　
の
　
内
　
容

補助の目的（どのよ
うな効果を目指して
いるか）

生涯を通じた人権教育の推進を通して、広く人権問題に対する理解と認識を深めるとともに、差別意識の解決を図ることにより人権問題の解決
を目指す。

Ｈ

（千円） 平成

27

  市民一人ひとりの人権意識の高揚は、人づくり、まちづくりの観点からも不可欠である。また、人権尊重社会の実現は国際的な課題ともなっており、人権問題
解決に向けた学習の場として、今後とも継続していく必要がある。人権問題についての取組みを進める協議会へ交付金を支出することにより、今後とも様々な
機会を捉え、効果的に事業を進めていく必要がある。

61%～80% 41%～60% 21%～40%

人 523 0.06人

（ 人）

⑥
評
　
　
　
　
価

評
価
項
目

事業費に占める補助金の割合 81%以上

補助の方向性 拡大

評
価
理
由

事業費合計 673

正規職員人件費 0.06 520

150

27Ｈ

H28目標値

90

150


